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谷 　 洋 之
メキシコ／輸出向け高品質野菜生産の
現場から
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身も生産規模を拡大させて
いくとするならば、労働需
給の逼迫はさらに進むとみ
るべきであろう。
このような状況の下、現
地調査中の2017年2月には
プエブラ州から労働者を受
け入れるべく、準備が進め
られていた。首都の東側に位置するプエブラ州、特に
その北部山岳地帯は、先に触れたオアハカ州、ゲレー
ロ州と並んで、農業労働者を多く送り出す地域として
知られている。宿舎を整えるべく、市内でトーレス氏
の知人が経営する鉄工所に製造を依頼していた二段
ベッドの骨組み、それに渡す木の板、そして新品のマッ
トレスの搬入作業が行われていた。ただ、どのような
人たちがどのくらいの数やってくるのかは「蓋を開け
てみなければわからない」（トーレス氏）とのことで、
現場ではピリピリした空気が感じられた。
創業者は特に牧畜で豊富な経験を持つ地元の名士、
他方トーレス氏は大学で農学を修め、野菜の生産・輸
出の分野でさらなる規模拡大・質的拡充を目指す気鋭
の企業家である。知識と技術に基づく経営への変貌ぶ
りは、ラテンアメリカをはじめ途上国で広くみられる
ものである。しかし、穀類生産とは異なり、労働集約
的品目である野菜類を生産する企業にとって、「経営」
の中に「人」に占める比重は格段に大きい。生産・流
通面の「知識と技術」を向上させるのみならず、人的
ネットワークを通じた「労働力の安定確保」や適切な
労務管理を通じた「信頼醸成」という課題にも立ち向
かっていかなければならないのである。
（たに　ひろゆき／上智大学外国語学部教授）
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を図り、現地調査を行った2017年2月現在、社有地253
ヘクタール、借地460ヘクタールで生産を行っている。
かつては穀物生産や牧畜が事業の中心であったが、
NAFTA後に野菜類専業となった。現在の主な作目は、
ブロッコリー、カリフラワー、レタス、ニンニク、タ
マネギ、ホウレンソウ、メキャベツなどである。
実質的な経営者ゴンサロ・トーレス氏と、同氏の実
父でもある創業者によれば、同社には興味深い前史が
ある。社有地の母体は、トーレス氏の母方の家系が所
有していたアシエンダであった。およそ80年前のこと、
アシエンダ内に居住していた農民たちに別の土地を用
意し、移転してもらったという。隣接するカルデナス
地区に移転した農民は、エル・フエルテ農園の雇用労
働者となった。
30年ほど前までは、この地区の住民だけで労働力を
賄うことができたが、現在ではその比率は約5％まで
低下している。同社の賃金は法定最低賃金の2倍ほど
であり、これに毎年12月のボーナス（メキシコでは「ア
ギナルド」と呼ばれ、通例賃金の1カ月分）支給と社
会保険への加入もある。また、労働環境の認証評価
（GAP）の関係もあり、現場でも労働条件は悪くない
ように見受けられた。しかしそれでも、「彼らは屋外
での作業よりも工場労働の方を選ぶ」（トーレス氏）
のだという。
彼らに代わって生産を担っているのは、サラマンカ
市内および周辺市町村の住民である。最も遠いケース
では、80キロほど離れたドローレス・イダルゴ市から
エル・フエルテ社が用意した送迎バスで圃場まで毎日
通勤してくる。シーズンや作業内容により400～600人
の雇用労働者が働いているが、州内に続々と工場―
マツダ等の組立工場だけでなく、部品メーカーも多数
進出している―が立地し、またエル・フエルテ社自
企業の動き
労働力の
動き
本文に登場する州
１：シナロア州
２：ゲレーロ州
３：オアハカ州
４：グアナフアト州
５：プエブラ州
米国
北西部
中西部
南部
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（出所）筆者作成（白地図データはINEGIによる）。
エル・フエルテ社圃場における生食用ブ
ロッコリーの収穫風景。左端がトーレス氏
（筆者撮影）
図1　メキシコにおける企業的農業の展開模式図
